
女性が活躍できる社会を
目指して！
特定非営利活動法人

日本BPW連合会理事長

名取 はにわ



国連の女性の地位向上

1975年
国際婦
人年

1985年ナ
イロビ世
界会議

1995年
北京女
性会議

2015年

北京＋２０
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最初
総理府婦人問題担当室主査
１９８２～８４

女子差別撤廃条約批准準備中

・改正国籍法は85年1月1日から施行（父母両系主義）

・雇用機会均等法は85年公布

・家庭科男女共修はこれから
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２回目
総理府男女共同参画室長
１９９５年から１９９９年

ハードだが、成果多し
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総理府男女共同参画室長時代
（1995年～1999年）

1995年9月 国連北京女性会議

1996年 男女共同参画2000年プラン

1996年 男女共同参画推進連携会議設置

1997年 男女共同参画審議会設置法

1997年 設置法に基づく男女共同参画会議

1998年 小渕総理により、内閣府男女共同参画局設置が認め
られた

1999年6月 男女共同参画社会基本法成立



男女共同参画社会基本法（平成
11年6月23日公布・施行法律78

号）
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１ 男女共同参画社会基本法の特徴

プログラム法である

閣法である

１国会で成立

衆参両院とも全会一致で可決成立

前文が議員立法
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中学生が男女共同参画社会基本法を
学んでいる！
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２ 前文のさわり

男女共同参画社会の
実現を21世紀の我が
国社会を決定する最
重要課題と位置づけ
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２ 「男女共同参画社会の形成」（第2条1

号）と定義されたわけ

•いつまでもいつまでも
男女共同参画社会の
形成を目指さなけれ
ばならない

11



３ 「積極的改善措置」（第2条2号）の定義
の特徴

•法律全般で読み込むようになってい
る

•男女を等しく対象としている
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基本理念の特徴（第3号から第7号）

• 男女の人権の尊重～間接差別も含む規定

• 社会における制度又は慣行についての配慮

•女子差別撤廃条約の条文を反映している

•制定当時は年金制度（3号被保険者）等を想定していた

•政策等の立案及び決定への共同参画～日本が特に遅
れている

• 家庭生活における活動と他の活動の両立～男性の積極
的参画を呼び掛ける

• 国際的協調
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国、地方公共団体及び国民の責務等
（第8条～第12条）
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3回目
内閣府男女共同参画局長

2003年~2006年

男性育休１００％達成！
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内閣府男女共同参画局長時代(２００３～２
００６年）

女性の社会参画が少子化の原因ではな
い（OECD比較調査）

第2次男女共同参画基本計画（２０２０３
０を含む）閣議決定(４大会議の１つ）

科学技術、防災にも男女共同参画
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そして、今、女性の活躍が
求められている！！
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ラガルドIMF専務理事（２０１２年１０月）
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「女性は日本の潜在力。
働く女性を増やせば、日
本経済がよくなる」



女性の労働参加増加の効果

日本女性の就業率が男性並みに上昇すれ
ば、最大でＧＤＰは13％上昇

ゴールドマン・サックス 2014年4月

女性の労働力率が他のＧ７（除く伊）並み
に上昇すれば、一人当たりＧＤＰはベース
ラインよりも４％上昇。北欧並みになれば
８％上昇IMF, 2012年10月
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女性の活躍と経済・社会の状況

１２

（出典）2009年女性労働参加率：OECDジェンダーイニシアチブレポートP５８，
2009年労働時間当たりGDP(US$)：OECDデータベース
（http://stats.oecd.org/index.aspx  >Productivity >Productivity Levels and 

GDP per capita >GDP per hour worked, current prices, USD）をもとに、内閣
府男女共同参画局で作成。

（出典）2009年女性労働参加率：OECDジェンダーイニシアチブレポートP５８，
2009年出生率：OECDデータべース
（http://www.oecd.org/document/0,3746,en_2649_201185_46462759_1_1_

1_1,00.html））をもとに、内閣府男女共同参画局で作成。
（ 注 ）「少子化と男女共同参画に関する社会環境の国際比較報告書（平成17年

9月 男女共同参画会議少子化と男女共同参画に関する専門調査会とりまとめ）
における分析対象国（当時のOECD加盟30か国中24か国）を対象としている。
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世界が注目する日本の女性労働力
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就業希望者：30１万人

我が国女性の年齢別労働力率の現状

我が国最大の潜在力

２

女性の活躍

 労働力人口の増加

 埋もれている優秀な人材の
確保

 多様性から生まれる新たな
財・サービス

age

就業者希望者
の対人口割合
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ジェンダーギャップ指数が意
味するもの

２０１５ 23



世界ジェンダーギャップ指数
２０１６年日本１１１位(144か国中）

2011年98位

2012年、2015年101
位

2013年105位

2014年104
位

2016年111位

２０１５ 24



世界経済フォーラムとは

• 1971：スイスの経済学者クラウス・シュアブ氏が設立
（ECOSOC のオブザーバー）

• 政治的利益や党利党略・国益とは無縁の非営利組織ー
民間企業の寄付金がベース

• 経営者のシンポジウムとして発足

• シンクタンクとして、さまざまな報告書を発表

• 年次総会はダボスで開催ーダボス会議として知られる

２０１５ 25



The Global Gender Gap Index 2013
ＧＧＧＩとは＝男性と女性の格差の指数：２００６年世界経
済フォーラムが公表

男女格差の解消が世界経済の発展
につながる

格差解消に役立てる資料として、国別・
地域別あるいは年代の変化を提供する

ＧＧＧＩの算定根拠は＝経済・政治・教
育・健康維持の4項目

２０１５ 26



格差測定のための４項目

経済的役割と機会

• Economic Participation & Opportunity

教育の到達

• Educational Attainment

健康と生存

• Health & Survival

政治的実力

• Political Empowerment

２０１５ 27



教育の到達（UNESCOの資料を使用）

識字率の男女比較

第１期（初等教育）、第２期（中等教
育）、第３期（高等教育）の男女進学率

２０１５ 28



政治における力の格差

• 政策決定の最高機関での男女格差＝内閣での男女格差と国
会での男女格差（IPU)

• これに加えて過去５０年の首相・大統領の数（WEF)

• 地方議会等については資料が不十分であり、将来の採用が
可能となることを期待

２０１５ 29



健康における格差

男女の出生率

平均寿命

２０１５ 30



2016年日本GGGI11１位（144か国中）政治1０3

位（104位）経済118位（106位）教育76位（84位）
健康40位（42位）
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２０１５ 31



1位のアイスランドと111位の日本
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指標はなぜ、
健康、教育、経済参画、政治参画

の４つなのか？

１ 健康と教育が人間開発の基本

難民にも必須～特に女性

２ 女性に経済力がなければ、健康・教育は難しい

⇒貧困の負のスパイラル⇒貧困は女性の顔を持つ

３ 女性の政治参加がなければ、女性の健康・教育・経済活動
は難しい⇒日本は、アクセルとブレーキ⇒だから伸びない

２０１５ 33



女性の負のスパイラル→

貧困は女性の顔を持つ

学歴が低
い

良い仕事
につけな
い

貧困

女児に学
歴を付け
ない

女児もよ
い仕事に
つけない

貧困

２０１５ 34



政治１４4か国中1０3位の意味

＊ 国会議員に女性が少ない

＊ 閣僚に女性が少ない

＊ 歴代の総理大臣に一人も女性がいない

２０１５ 35



政治分野（衆議院議員）

２０１５ 36



政治分野(参議院議員）

２０１５ 37



地方議会

38



身近なところに女性政治家が
いない
まずは市町村議会から

クオータ制度を政治分野に！

２０１５ 39



日本女性の高等教育レベ
ルは高い？
1４５か国中８４位の意味

２０１５ 40
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日本の女性教育のさらなる
問題！
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日本の女性は、高学歴女性は
もったいない？

• 女性がせっかく高等教育を受けても、社会に還元しない日本

２０１５ 45



女性の学歴別就業率の国際比較
（２５～６４歳）

２０１５ 46



２０１５ 47



社会も高学歴女性を生かしていない！

•女性だけを責めるのは、お門違い

２０１５ 48



男女の年齢階級別平均年収（平成24年）

２０１５ 49



この状況が意味するもの

日本の女性は学歴が低い→ＧＧＧＩに反映
→７６位

専攻分野が偏っている→女性が活躍する
場が狭い

人材を育てていないから、政策・方針決定
の場に女性が少ない

２０１５ 50



GGGI経済的役割と機会

Labor force participation

• ＝就労率より算出（ILO)

Wage equality for similar work

• ＝同一労働同一賃金に関する世界統計より算出
(EOS+UNDP) income

Professional and technical workers

• ＝上級職の女性比率及び技術専門職の男女比率より算
出(ILO+UNDP)

２０１５ 51



GGI 201５経済118位の意味
～女性は働いているのだ
が、、、。

（１）管理職に女性が少ない

（２）M字カーブ

（３）男女の賃金格差

（４）非正規労働

（５）男女の大きな所得格差

２０１５ 52



管理職の女性比率（国家公務員）

53



管理職の女性比率（地方公務員）

54



民間企業の管理職に占める女性

２０１５ 55



就業者と管理者女性比率（2013年）
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この状況が意味するもの

決定されたものがぜい弱

決定に多様性が確保されない

女性の声が反映されない

２０１５ 57



ＯＥＣＤ諸国の女性の就業率

２０１５ 58



（１）M字カーブ
女性の年齢階級別労働力率（国際比較）

２０１５ 59



子どもの出生年別第１子出産前後の就業経歴

60



M字カーブが消えない理由

• 「家事・子育ては女性の仕事」という考え⇒日本の男性は家
事・子育てをしない

• 長時間労働⇒男性並みに働けない

• ⇒第１子出産後約６割の女性が仕事を辞める

２０１５ 61



日本の夫は家事育児をしない！

２０１５ 62



２０１５ 63

フルタイム妻の夫の7人に1人（１３．
７％）は家事を全くしない
夫の3人に一人（３３．３％）は家事
の1割以下を負担

（全国家庭動向調査2014年8月国立社会保
障・人口研究所）



正規社員の長時間労働

• 正規職員・従業員男性〈30代40代）の約１７％は、週60時間
以上仕事
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賃金（所得）格差（２０１４ＯＥＣＤ）

２０１５ 66



男女間所定給与格差の推移（一般労働者
等）
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男女の賃金格差の原因

１ 継続勤務年数

２ ポスト

⇒ これらを平等にしても残る賃
金格差

２０１５ 68



男女の賃金格差の要因（単純分析）

２０１５ 69



正規と非正規の賃金格差

２０１５ 70
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年齢階級別労働力率の就業形態別内訳（男女別、
平成24年）⇒女性は一度仕事を辞めると非正規労働
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男女の所得格差
給与階級別給与所得者の構成割合（男女別、平成23年）

２０１５ 74



この状況が意味するもの１

女性は、6割、第1子出産で仕事をやめる

大きな男女賃金格差

正規・非正規賃金格差

女性の貧困化、社会の貧困化

２０１５ 75



この状況が意味するもの２

女性の貧困（母子家庭・高齢女性）

労働時間半分、賃金は4分の１

女性は非正規労働

２０１５ 76



女性と貧困

２０１５ 77



日本で女性が活躍するために
は
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女性活躍の壁

女性を採っていない

女性を育てていない

女性が続けられない

女性が昇進したいと思えない
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女性が活躍する上で、必要なこと

両立支援策、

ワーク・ライフ・バランス

ポジティブ・アクション
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ポジテイブ・アクションの意義

１）過去に対する救済→ダイ
バーシティ（多様性）の確保

日本のダイバーシティは、ま
ず女性
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ポジティブアクションの意義

２）女性の顔が見えるようにする
こと

ボーイズ・ネット・ワークでは、女
性は幹部候補生として見えない
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ポジティブ・アクションで注意すること
スティグマ（劣性の烙印）

2010年、九州大学理学
部数学科の女性枠入
試。一般枠入試は、数学
だけだが、女性枠は英
語と数学にし、5人を割り

当てた。

この試験で数学科に合格
した女性は、劣性の烙印
（スティグマ）を押されるこ
とになる。「女性は数学科
の学生なのに数学ができ
ない」と言われて、数学が
できて合格した女性も非
常に迷惑することになる。
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（５）ポジティブ・アクションの種類

1)クオータ制(性別を基準に一定の人数や比率を割り当て
る手法）

２）プラス ファクター方式（能力が同等の場合一方の性を
優先）（３）ゴール・アンド・タイムテーブル方式

４）基盤整備を推進する方式

• （研修の機会の充実、仕事と生活の調和、メンター制、女性の職域拡大
など女性の参画の拡大を図るための基盤整備を推進する手法）
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女性活躍推進法
（女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律）

2016年4月1日施行
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自らの意思によって職業生活を営み、又は
営もうとする女性の個性と能力が十分に発
揮されることが重要

女性に対する採用、昇進等の機会の積極的
な提供及びその活用が行われること

職業生活と家庭生活の両立を図るための環
境整備を行うこと

職業生活と家庭生活の両立について、女性本
人の意思が尊重されること
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事業主行動計画の策定

国は事業主行動計画策定に関する指
針を策定

国、地方公共団体、民間事業主（300人
超）は以下の事業を実施

• 女性活躍現状把握

• 事業主行動計画を策定・公表

• 女性活躍情報を公表
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「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」行動宣言賛同
者拡大ミーティング開催！平成２８年３月６日
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ご清聴ありがとうございま
した！
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